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ない可能性があるため、これを第 2 章で検討した。 
第 2 章第 1 節では、未履行契約の認識を否定する根拠は、認識対象不在説が有力であり
(醍醐 1995)、取引概念の解釈が論点になることを示している。 












谷 2007,佐藤 2007 等)、経済的資源の要件を充足しない可能性がある。そこで、これを第
3 章で検討した。 
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ならない」(概念フレームワーク第 3 章第 3 項)とされているところに起因する。言い換え
れば、少なくとも財務諸表に計上されるものについては、定義の充足を要求しているので





























































































































フレームワーク第 3 章第 4 項注(2))を意味している。なお、経済的便益は、「経済的資源











































                                                   










































                                                   

















































































                                                   
7 浦崎(1993)では、この部分を Yuji Ijiri(1980), ”Recognition of contractual rights and 
















値の変動も、新たな構成要素を認識する契機となる」(概念フレームワーク第 4 章第 3 項)。
これは、「双務契約であって、双方が未履行の段階にとどまるものは、原則として、財務諸
表上で認識しないことを述べている。履行の見込みが不確実な契約から各種の構成要素を認














































































































                                                   
10 Wojdak(1969)では、この部分を William J. Schrader(1962), ”An Inductive Approach to 
Accounting Theory,” The Accounting Review Vol. 37, No. 4, p. 646 から引用している。なお、
ここでいう「価値の事実上の交換」は、取引当事者において実際に取引が行われることを指す。
つまり、少なくとも一方の履行が必要であるということである。  



























購買過程における取引タイプ         販売過程における取引タイプ 
 現在財貨流入 将来財貨流入 
 
 現在財貨流出 将来財貨流出 
現在支出 〇 〇 現在収入 〇 〇 
将来支出 〇 ＊1 将来収入 〇 ＊2 
(浦崎 1993,p.532) 
                                                   


















会計上の取引を第 1 項では狭義に解し、第 2 項では広義に解したが、本項では、それら
の中間的な見解に立つ西澤(1992)について概観する。 










































































































                                                                                                                                                          





































































































       
























そこで、会計上の取引の解釈について、第 2 節第 1 項で会計上の取引を狭義に解した伝




























































しかし、第 2 章第 2 節第 4 項で示したように、会計上の認識対象が履行可能性によって
規定されている場合、契約によって得た権利に経済的便益が認められたとしても、それが
ただちに報告主体にとって経済的便益を有するとはいえない点に留意する必要がある。そ
















































































































務のある有形固定資産 A と除去義務のない有形固定資産 B が存在し、除去に係る将来キャ
ッシュ・アウトフローを除く A と B の将来キャッシュ・フローは同額であると仮定する。

























ただし 0PVt は、t 時点で将来キャッシュ・フローを受け取る請求権の現時点(t=0)での現
在価値または価格である。0Ptは t 時点で 1 ドルを受け取る請求権の現時点での価格または
現在価値であり、Ctは t 時点で受け取るキャッシュ・フローである。不確実性下ではあるが
完全・完備市場では、請求権の現在価値について同じような定式化が可能である。 
                                                   
17 筆者の見解としては、除去費用に経済的便益が存在するという見解は、有形固定資産 A と B
を比較した時、A が B よりも将来キャッシュ・フローが少ないことをもって除去費用に経済的
便益がないとするのは、単に獲得できる将来キャッシュ・フローが減少していることを示して
いるに過ぎず、除去費用の経済的便益の存在を否定する根拠にはなり得ないと考える。しかし、
A が B よりも将来キャッシュ・フローが少ないことをもって除去費用に経済的便益が存在しな
いと解さない限り、除去費用に経済的便益が存在しないと解している論者の論理は成り立たな
いと考えられる。 














0Pstは、状態 s が起こる確率についての投資家の予想と状態 s が起こり場合に 1 ドルが追加
的キャッシュ・フローに対する投資家の選好をいっしょに表わしているのである。Cst は、














































































第 2 節では、除去費用に経済的便益が存在しているかについて検討した。第 1 項では経
済的便益を有さないという見解について、第 2 項では経済的便益を有するという見解につ















































ただし、③支配については、第 1 章第 3 節で示したように、先行研究において、解約不
能あるいはそれと実質的に同等と考えられる未履行契約は、支配の要件を充足するという
見解で一致しており、履行が義務付けられる除去費用はこれを満たすと考えられるため、
差し当たり立ち入らないこととした。しかし、第 2 章第 2 節第 4 項において、履行可能性
によって会計上の認識対象が規定されているとすることが現行制度を説明する適当な取引
概念であると考えられ、さらに、履行可能性が高いことが求められるのは支配の要件であ






ある。そこで、これを第 2 章で検討した。 
第 2 章第 1 節では、未履行契約の認識を否定する根拠は、未履行契約が会計上の取引に
該当しないため認識しないものとする認識対象不在説が有力であり(醍醐 1995)、「会計上
の取引」の解釈が論点になることを示した。 





























経済的資源を充足しない可能性がある。そこで、これを第 3 章で検討した。 
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